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1. はじめに 

 

（1） 背景 

わが国は、戦後の急激な経済成長とモータリゼーショ

ンの進展により、公共施設や大規模商業施設などの都市

機能が広域に拡散したことで、地方都市における中心市

街地の衰退などが顕在化してきた 1)。さらに近年、地球

環境への意識の高まりから、低炭素社会が切望されてい

る中、全CO2排出量のうち19.4%が運輸部門に起因し、

そのなかでも自動車交通が86.5%を占めている 2)。この

ような理由から、自動車利用の削減が求められている。 

このような社会情勢の下、TODやコンパクトシティな

どに代表されるように、都市の拡散を抑制し、人口密度

を高めることによって効率的かつ環境負荷の低い都市を

実現できる都市像を描き市街地更新していくことが求め

られている 3)。これらの「脱自動車社会」に向けた都市

像の前提として、P.Newman and J.Kenworthy4)によって示

された、「都市人口密度」と「一人あたりのガソリン消費

量」の間に存在する強い相関関係がある。言い換えると、

人口密度と自動車利用量に強い相互関係が存在すること

が言える。この主張を礎として高密度な都市を形成する

ことで自動車利用の削減を果たすというシナリオが前提

として都市像が描かれている。 

しかし、この主張に批判的なGordon.P and Richardson. 

H5)を始めとして、二つの指標の因果関係が曖昧であり、

理論的背景が明らかにされていないとの指摘がある 6),7),8)。

これは、近年わが国においても地方都市の将来像の代表

となりつつある、コンパクトシティ政策などの説得力を

担保する点からも明確にする必要がある。 

そこで、高水準な人口密度による自動車利用削減の一

因として、公共交通利用向上が考えられる。 

自動車に対して公共交通が速度で有利であれば、自動

車よりも公共交通が選択されやすくなり、自動車総利用

距離を抑制する要因となりえるとの指摘 9)もあり、公共

交通の利便性が人口密度と一人当たりの自動車利用の間

の強い相関を導いている原因の一つである可能性がある。 

また、人口減少に伴う財政難の下でのコンパクト化を

目指す都市における、投資の目安となるような、適切か

つ効率的な鉄軌道のサービス水準を設定する意味でも、

鉄軌道利便性が人口密度と自動車利用間に介在している

可能性を明確にすることが必要である。 

 

（2） 目的 

 前節の様な背景から、本研究では今や通説となってい

る人口密度と自動車利用の関係を認めたうえで、両指標

の因果関係を明らかにするという方針であるが、因果関

係を同定することは容易でないため、公共交通利便性、

特に鉄軌道の利便性が当該地区に与える影響について分

析する。まず、試験的分析を行い、仮説を構築する。鉄

軌道利便性変化による人口密度、自動車利用の影響を分

析することで鉄軌道利便性が人口密度と自動車利用との

相関関係間に介在する可能性を検証するとともに、持続

可能的に人口密度を上昇させ自動車利用を削減していく

ための方策として、効率的な鉄軌道整備水準を検討する

ことを目的とする。 

 

（3） 用語の定義 

 鉄軌道利便性：本研究では鉄道・軌道の魅力を表現

するために、鉄軌道利便性を「目的地までの行きや

すさ」と定義する。鉄軌道利便性を向上させる方策

として、新線整備や新駅開設に始まり連続立体交差

化事業や複線化・複々線化などのハード整備と IC

カードの導入やP&R駐車場の整備などのソフト整

備が考えられる。 

 

2. 研究の位置づけとアウトライン 
  
本研究に関連する研究としては、鉄軌道整備が周辺環

境に与える研究が挙げられる。 

 鉄道新線の整備効果の研究は従来から数多くなされて

いる。平石・蓼沼 10)は地方都市圏において、CBD へのア

クセス性に着目した一般化費用による都市鉄道整備水準

指標を提案し、有効性を検証している。また、肥田野・

中村 11)はヘドニックアプローチを用いて、近郊鉄道新線

の便益として通勤時間短縮効果を計測している。 
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 本研究に類似するものとして、鈴木・室町 6)の研究が

ある。鉄道駅の有無が人口密度と自動車利用に及ぼす影

響に関して分析している。しかし、公共交通と自家用車

の選択においては鉄軌道駅の有無よりも、中心業務地区

へのアクセス性などの都市における鉄軌道ネットワーク

が交通手段としての魅力に大きく左右すると考えられる

点で本研究は新規性があると考える。また、地方都市に

おいてコンパクト化の議論が盛んになされる昨今で、コ

ンパクト化実現のための鉄軌道整備の目安を算出するこ

とは大きな意義があると考えている。 

 

図 1 研究のアウトライン 

 

3. 基礎概念の整理 
 
（1） 人口密度と旅客エネルギー及び自動車利用の関係性 

J. Kenworthy and F. Laube12) は世界46都市註1) を対象と

して、都市人口密度と一人あたりの旅客エネルギー消費

の相関関係を分析している。図 2に示すように、人口密

度は一人あたりの旅客エネルギー消費に対して約85%の

説明力を有していることが分かる。また、同様に人口密

度は自家用車走行台キロに対しても、非常に強い関連性

を持っていることが分かる(図 3)。 

 
図 2 世界46都市の人口密度と交通エネルギー(1990) 

(既往研究12)をもとに筆者作成) 

 
図 3 世界46都市の人口密度と自家用車走行台キロ(1990) 

(既往研究12)をもとに筆者作成) 

 

（2） 人口密度と交通行動に関する議論のレビュー13) 

 既往研究13)を参考に人口密度と交通行動に関する論

点を整理する。 

a) 人口密度とモーダルシフト 

一定以上の人口密度では、自家用車から公共交通への

モーダルシフトが起こると言われている。その一方で、

米国や豪州では、自動車依存型のライフスタイルが浸透

しているため、簡単には交通手段は変化しないとする説

も根強い。近年の研究 14)でも、政令指定都市などの大都

市圏中心都市の都心部への住み替えにより、自動車から

公共交通への交通行動変容が期待できるが、それらの衛

星都市に当たる都市への住み替えでは交通行動変容が期

待できないことが示されている。 

なお、レジャー目的のトリップの交通手段に関しては、

都市密度の人口密度にはほとんど影響を受けないと言わ

れている。 

b) 都市規模と人口密度と交通行動 

 都市域の人口密度が高い都市は人口規模も大きい傾向

があることから、両者を混同しないように留意する必要

がある。 

 同様に、都市内小地域の交通エネルギー消費量を推定

した分析では、各小地域の人口密度と並んで中心市街地

からの距離が近い小地域ほど人口密度が高い傾向が見ら

れることから、人口密度の影響と中心地からの距離の影

響とを十分に見極める必要がある。 

 

4. 仮説設定のための試験的分析 
 
我が国において、鉄軌道の利便性が人口密度と自動車

利用間の関係に介在している可能性を示唆するために、

即座に得られるデータを用いて試験的な分析を行う。 

まず、国勢調査 15)により、1990年及び2000 年におけ

る全国の市区町村の通学通勤目的の交通機関利用率と人

口密度の関係性を分析した(図 4)。 

１．はじめに
(1)背景
(2)目的
(3)用語の定義

２．研究の位置付けとアウトライン

(1)既往研究との関連性
(2)アウトライン

６．分析・考察

【論点】分析を行い、人口密度と自動車利用に鉄軌道
利便性が介在されるのかを考察する。さらに、効率的
な鉄軌道整備水準を提示する。

４．仮説設定のための試験的分析

【論点】簡便な分析によって、鉄軌道利便性が人口密
度と自動車利用間の関係に介在している可能性を示唆
する。

５．鉄軌道利便性指標の検討

【論点】日本全国の鉄軌道利便性を網羅的に把握する
ための指標を提案する。時系列的に適用できることも
考慮する。

３．基礎概念の整理

(1)人口密度と旅客エネルギー及び自動車利用の関係性
(2)人口密度と交通行動に関する議論のレビュー
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図 4 市区町村人口密度と自家用車利用率 

 人口密度が50（人/ha）を下回る市区では、通勤通学目

的の自家用車利用率に大きなばらつきがみられる。その

一方で、人口密度が高くなると自家用車利用率が10%～

20%に収束していくことも確認できる。また、経年変化

を見ると、人口密度50(人/ha)以下の市区町村では、1990

年から2000年の 10年間で、自家用車利用率が10％程度

上昇しているが、人口密度が高い市区では低い自動車利

用率が保たれている。このことから、近年になるにつれ

モータリゼーションが進展し、より自動車依存が進んで

いる地域があることが示唆されるが、一定以上の人口密

度であれば時系列的に見ても自家用車利用率は増加して

いかないことが考えられる。 

さらに、住宅・土地統計調査 16),註2)の全国1016 市区（一

部、町）における最寄り駅までの距離帯(200m未満、200m

～499m、500m～999m、1000m～1999m、2000m以上)ご

との戸数を用いて、便宜上の鉄軌道利便性として分析を

行った。理由として、竹内ら 17)は、『公共交通利用者が

サービスを評価する側面は数多くあるが、行動に結びつ

くのは、おそらく個々のサービス項目の評価ではなく、

それを総合した評価判断であろう』とし、総合評価と各

項目の相関関係を調べたところ、駅までの距離が大きく

影響していることを指摘している（図5）。このことから、

試験的分析においては鉄軌道利便性として「最寄り駅ま

での距離」を用いた。 

 
図 5 地下鉄のサービス各項目評価の総合評価に対する影響力 

（既往研究17）をもとに筆者作成、黒横棒は偏相関係数の低い項目） 

試験的分析においては、駅勢圏を1000mと設定し、最

寄り駅まで1000m未満の住戸数の住戸総数に対する割

合が全国平均（約35.2%）以下の市区を鉄軌道不便市区

（543市区）とし、全国平均以上の市区を鉄軌道利便市

区（473市区）として、各市区類における人口密度、通

勤通学目的交通機関利用率を表 1に、人口密度と通勤通

学目的の自家用車利用率の関係を図6、図 7に示した。 

表 1から、鉄軌道利便市区における人口密度は、鉄軌

道不便市区における人口密度の約4倍と非常に高い値に

なっている。このことから、鉄軌道駅に近い戸数の割合

が多ければ高い人口密度が確認できる。 

また、通勤通学目的の交通機関利用率は市区類に関わ

らず、自家用車利用率が各手段中で最も高い。 
表 1 市区類別指標註3) 

 
図 6、図 7をみると、人口密度が100(人/ha)を超えるよ

うな市区は鉄軌道利便市区に多く存在していることが分

かる。このことから高人口密度には、鉄道駅への至便性

が関連している可能性が考えられる。 

人口密度と通勤通学目的の自家用車利用率の関係をみ

ると、鉄軌道不便市区では、人口密度の上昇に伴って自

家用車利用率の低下がみられるが、ばらついていること

が分かる。鉄軌道利便市区では、低密度においてはばら

つきが見られるものの、高密度になるに従い自家用車利

用率が10%程度に収束する様相がある。 

 
図 6 鉄軌道不便市区の人口密度と自家用車利用率 

 
図 7 鉄軌道利便市区の人口密度と自家用車利用率 

 以上のように、人口密度と自家用車利用率の間に鉄軌

道利便性が介在している可能性が示せた。そこで、改め

て、仮説として『人口密度と自動車利用の強い相関関係

の間には、鉄道利便性が介在しており、鉄軌道利便性の

変化が人口密度と自動車利用に影響を及ぼす可能性があ

る』と設定する。しかし、都市における各鉄道駅の位置

関係や乗り換え回数などの駅までの距離以外に利便性を

左右する指標が存在する。さらに、住宅・土地統計調査
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では全国を網羅したデータは得られないので、5章以降、

より詳細な分析を行い、仮説を検証する。 

 

5. 鉄軌道利便性指標の検討 
  
仮説を検証するために、鉄軌道利便性を表現できる指

標を提案する。その際に考慮することを以下にあげる。 

 日本全国を網羅的に分析するために、一律で評価で

きるようにすること。 

 都市規模が大きくなるにつれて、移動量が増加する

傾向にあるので都市間で格差が起きないように調

整する。 

 地域性が考えられるので、時系列的な分析を行える

ような評価構造とすること。 

 本研究では、鉄軌道利便性を「目的地までの行きやす

さ」としているため、アクセシビリティ指標の導入が考

えられる。アクセシビリティ指標は大きく以下の 4種類

に大別できる 18)。 

a) 交通基盤に基づく指標 

旅行時間や道路等の混雑度など、交通基盤が提供する移

動のしやすさを表現する。データ量が少なくて済むとい

う利点がある。しかし、個人の時空間的な制約を考慮で

きない。 

b) 累積機会に基づく指標 

所与の移動時間あるいは移動距離内で到達可能な施設や

サービス数を合計して評価する。距離を克服するための

資源としての時間の制約は評価できるが、時刻の選択に

関する制約は評価できない。 

c) 効用に基づく指標 

ランダム効用理論を基礎とし、効用が最大となる選択肢

を選択するという考え方。時空間制約を個人の主観的な

評価として考慮することが出来るが、地域性による希求

水準が異なる可能性があり正確に評価できない場合があ

る。 

d) 時空間プリズムに基づく指標 

時間地理学の中で発展した指標。上記のような課題を解

決するものであるが、多くのデータを必要とする欠点が

ある。 

 本研究においては、上記の考慮する条件より交通基盤

に基づく指標の導入が考えられる。 

 

6. まとめ 
  
現段階での知見としては、鉄軌道の利便性が高い市区

には高い人口密度の市区が存在し、自動車利用が抑制さ

れ人口密度が高い傾向にあることが分かった。これから、

鉄軌道の利便性が人口密度と自動車利用間に介在し得る

ことを示すことが出来、仮説として設定した。5章のア

クセシビリティ指標の分類から、本研究では交通基盤に

基づく指標の導入が考えられる。精緻な分析を行った後、

介在を検証するための検討が必要である。その際の、手

法についても今後検討していく必要性がある。さらに、

コンパクト化実現のための鉄軌道整備水準を示しいてい

く予定である。 

 

【註釈】 

註1) 国勢調査と住宅・土地統計調査の調査年は異なるため、2000年国

勢調査と直近の1998年住宅・土地統計調査を用いた。また、国勢調査

掲載市町村の全3368自治体から住宅・土地統計調査の掲載市区1016自
治体を抽出し、データを統合して分析を行っている。なお、平成11年4
月1日に市町村合併を行った兵庫県篠山市は対象から除外している。 
註2) 46都市は以下の都市である。但し、都市間の調査の関係上、下線

付きの都市は1991年のデータである。 

 

註3) 全国平均の値は国勢調査における市区町村全てによるものである

ため、住宅・土地統計調査で公表されていない町村も含まれている。 
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